
８　配偶者やパートナーからの暴力
問１４　あなたは、配偶者（事実婚・別居中を含む）や交際相手から暴力を受けた時に相談できる
　　　機関を知っていますか。知っている機関すべてに○をつけてください。

・配偶者などから暴力を受けた時の相談窓口として知っている機関は、「警察」が78.5%で最

　も高く、次いで「市役所、町村役場」が31.3%、「民間の専門家や専門機関（弁護士・弁護

　士会、カウンセラー・カウンセリング機関、民間シェルターなど）」が18.7%となっている。

・性別にみると、女性は「医療機関（医師、看護師など）」が3番目に高くなっている。

警察

市役所、町村役場

民間の専門家や専門機関（弁護士・弁護士会、
カウンセラー・カウンセリング機関、
民間シェルターなど）

法務局・地方法務局、人権擁護委員

医療機関（医師、看護師など）

配偶者暴力相談支援センター
（女性相談支援センター等）

いずれの相談機関も知らない

性暴力被害者支援センター

男女共同参画センター

78.5

31.3

18.7

18.5

15.8

15.0

12.8

12.1

11.9

76.4

29.2

19.5

20.3

18.6

15.6

12.3

9.1

10.2

81.0

34.2

17.7

17.1

12.0

14.4

13.6

15.8

14.4
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総 数(n=868)

女 性(n=462)

男 性(n=368)

（複数回答）（％）
図１４－１ 暴力を受けた時の相談機関の認知度
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暴力を受けた時の相談窓口の認知度　～性別・年代別～

・性別・年代別にみると、男女共にどの年代においても「警察」が最も高く、他の相談機関の

　認知度とで大きな差がみられる。

・20歳代以下、30歳代及び70歳代以上の女性と、30歳代の男性では、約2割が「いずれの相談

　機関も知らない」と回答している。
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図１４－２ 暴力を受けた時の相談機関の認知度（性別・年代別）

配偶者暴力相談支援センター

（女性相談支援センター等）

性暴力被害者支援センター 男女共同参画センター

警察

法務局・地方法務局、

人権擁護委員

70歳以上

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

18～29歳

22.0

22.0

18.4

7.3

13.2

19.5

17.1

17.6

24.4

21.6

23.2

10.2
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8.5

18.3

19.7

14.5

15.1

29.3

11.4

17.6

23.3

22.7

24.6

22.0

0 20 40 60 80 100

6.8 

18.3 

10.5 

16.4 

24.5 

9.8 

20.0 

12.9 

14.4 

9.1 

20.3 

20.3 

0 20 40 60 80 100

女性

男性

32.2 

26.8 

39.5 

38.2 

37.7 

34.1 

28.6 

27.1 

30.0 

31.8 

30.4 

27.1 

0 20 40 60 80 100

市役所、町村役場 民間の専門家や専門機関
医療機関

（医師、看護師など）

いずれの相談機関も知らない

（％）

70歳以上

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

18～29歳

15.3

14.6

14.5

5.5

17.0

0.0

18.6

15.3

23.3

20.5

17.4

15.3

0 20 40 60 80 100

87.8

86.4

（複数回答）
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家庭で保護者がこどもに対し、教育を
行う

問１５　あなたは、配偶者や交際相手からの暴力、性犯罪、ストーカー行為、セクシャル・ハラス
　　　メントなどを防止するためには、どのようなことが必要だと思いますか。あてはまるものす
　　　べてに○をつけてください。

・「加害者への罰則を強化する」が62.3%で最も高く、次いで「被害者が早期に相談できるよ

　う、身近な相談窓口を増やす」が61.4%、「学校・大学で生徒・学生に対し、教育を行う」

　が54.5%となっている。

・性別にみると、女性は「被害者が早期に相談できるよう、身近な相談窓口を増やす」が、

　男性は「加害者への罰則を強化する」が最も高くなっている。

加害者への罰則を強化する

被害者が早期に相談できるよう、身近な
相談窓口を増やす

学校・大学で生徒・学生に対し、教育を
行う

わからない

特にない

その他

暴力を振るったことのある者に対し、
二度と繰り返さないための教育を行う

メディアを活用して、広報・啓発活動を
積極的に行う

職場で研修会などを行う

被害者を発見しやすい立場にある警察や
医療関係者などに対し、研修や啓発を行う

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、
インターネット上の情報など）を取り締まる

地域で研修会、イベントなどを行う
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61.4

54.5

50.1

42.6
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35.8
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35.4
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5.0

2.0
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64.7

66.9

59.7

52.2

47.2

41.8

33.3

37.2

39.4

16.2

4.5

0.4

1.3

59.8

55.7

49.2

46.5

36.7
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39.1

33.7

30.2

20.1

5.4

3.3

2.4
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総 数(n=868)

女 性(n=462)

男 性(n=368)

（複数回答）（％）図１５－１ 暴力防止に必要なこと
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※1　前回調査では、「暴力を助長するおそれのある情報(雑誌、コンピューターソフト、インターネット上の情報など)を取り締まる」

【参考：前回比較】

加害者への罰則を強化する

被害者が早期に相談できるよう、身近な
相談窓口を増やす

学校・大学で生徒・学生に対し、教育を行う

家庭で保護者がこどもに対し、教育を行う

わからない

特にない

その他

暴力を振るったことのある者に対し、二度と
繰り返さないための教育を行う

メディアを活用して、広報・啓発活動を
積極的に行う

職場で研修会などを行う

被害者を発見しやすい立場にある警察や
医療関係者などに対し、研修や啓発を行う

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、
インターネット上の情報など）を取り締まる

地域で研修会、イベントなどを行う

62.3 

61.4 

54.5 

50.1 

42.6 

38.6 

35.8 

35.4 

35.4 

18.0 

5.0 

2.0 

1.7 

45.5 

55.8 

42.3 

34.4 

28.5 

27.3 

19.1 

26.2 

28.5 

9.9 

7.9 

4.3 

2.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

R7年度 総数(n=868)

R2年度 総数(n=852)

（複数回答） （％）

図１５－２ 暴力防止に必要なこと（前回比較）

（※1）
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